
 

 

平成１８年度 「魅力ある大学院教育」イニシアティブ 
教育プログラム及び審査結果の概要 

 
◇「1.申請分野(系)」～「6.履修ﾌﾟﾛｾｽの概念図」 ：大学からの計画調書（平成18年4月現在）を抜粋 

機 関 名 慶應義塾大学 整理番号 d013 

１．申請分野(系） 人社系 

２．教育プログラムの名称 グローバル化時代の政治学統合教育拠点形成 

主なものを左から順番に記入（３つ以内） 

 政治学 ３．関連研究分野(分科) 
 
  （細目・キーワード） 

主なものを左から順番に記入（５つ以内） 

政治学、国際関係論、政治思想史、日本政治分析、比較政治 

（主たる研究科・専攻名） 

法学研究科 政治学専攻［博士前期課程］ 
法学研究科 政治学専攻［博士後期課程］ 

研究科長（取組代表者）の氏名

小此木 政夫 
４．研究科・専攻名 

及び研究科長名 
（［ ］書きで課程区分を記入、 

複数の専攻で申請する場合は、 

全ての研究科・専攻を記入） 

（その他関連する研究科・専攻名） 

 

５．本事業の全体像（わかりやすく、具体的に記入してください。） 

5-(1) 本事業の大学全体としての位置付け（教育研究活動の充実を図るための支援・措置について） 

①慶應義塾創立150年へ向けて研究教育体制の充実 

 平成20年に慶應義塾創立150年を迎えるにあたり、慶應義塾大学は、「全社会の先導者たらんことを欲す

るものなり」との建学の精神に則って、新たに「慶應義塾21世紀グランドデザイン」を掲げ、大学院教育の充

実を図っている。明治31年に政治学科を開設し、一世紀を超えて日本の政治学教育を先導してきた経験を

生かしながら、本学法学研究科における教育体制をさらに発展させていく。本プログラムの採択により、グロ

ーバル化時代の専門性と総合性を兼ね備えた政治学研究者を養成する体制を確立するとともに、産学官を

通じた研究・教育機関の中核を担う人材の幅広い活躍も同様に支援していく。 

②「国際連携」強化の中での大学院政治学教育の発展 

 慶應義塾創立150年記念事業の一つが国際連携促進である。慶應義塾大学は、平成17年には、「国際

連携推進機構(OGI)」を設置し、文部科学省の支援(国際戦略本部強化事業)を得ながら、大学院教育にお

ける世界トップレベルの学術研究教育を目指しており、大学院法学研究科でも国際連携を積極的に支援し

ている。 とりわけ、欧米の大学との交流に加えて、東アジアにおける国際的人間育成ネットワークの拠点形

成を進めており、韓国の延世大学校には「慶應ソウルオフィス」を設立して、従来の交流を越えた国際連携

の包括協定を結び、中国・東南アジアとも幅広く連携することを目指している。 

 



 

 

機 関 名 慶應義塾大学 整理番号 d013 

5-(2) これまでの教育研究活動の状況（これまでの改善点と、今後の課題について） 

①わが国最大のスタッフと教育体制を備えた大学院教育 

 本研究科の政治学専攻では、平成18年2月の時点で32名の専任スタッフを擁しており(内1名は有期採

用)、単一の大学院研究科としては日本最大のスタッフと教育体制を備えている。また世界各国からの優れ

た留学生が数多く学び学位を取得している。これまでの経験と実績に加えて、本プログラムでは、「基礎トレ

ーニング支援プログラム」を充実させ、博士前期(修士)課程1年次で理論及び方法論の基礎を習得すると同

時に、政治学の研究アプローチを多角的に学べる体制を整える。 

②「5つの系列」を基礎とした専門分野横断的な教育体制 

 本研究科では、「5つの系列」(政治思想論、政治・社会論、日本政治論、地域研究論、国際政治論)に基

づいて政治学の研究アプローチを幅広く学べるところに特色があり、複数教員による「合同演習」、「プロジェ

クト科目」を含めた広領域的な取り組みとしての大学院政治学教育を進めてきた。しかし従来は、これら「5つ

の系列」を横断的に総合する体制が十分に整っていなかった。本プログラム採択後は、従来の「プロジェクト

科目」(複数教員によるセミナー)を拡充して、専門分野横断的な教育体制を確立する。また海外から招いた

招聘教授との共同科目を増やし、国際水準の教育・研究を大学院生が経験する体制を確立する。 

③学位取得支援への意欲的取り組み 

 本研究科は、これまでにも入学者定員数の拡大と、段階的に博士学位を取得できるよう組織的な支援体

制を整えてきている。今後は、さらに世界水準の研究成果を公表できるよう支援体制を見直し、若手研究者

を育成していく。 

5-(3) 魅力ある大学院教育への取組・計画（5-(2)を踏まえた大学院教育の実質化（教育の課程の組織的展開の強化）のため

の具体的な教育取組、発展的展開のための計画、及びこの取組によって改善が期待される点について） 

①「基礎トレーニング支援プログラム」の新規開設 

 大学院レベルでの政治学総合教育の一環として、基礎トレーニング支援プログラムを新規開設し、従来

の博士前期(修士)課程教育を拡充する。具体的には、政治学が対象とする多様な分野の研究動向に関す

る「基礎演習Ⅰ」、研究手法に関する「基礎演習Ⅱ」を開設する。これにより、学生は分野ごとの研究動向を

把握し、自らの研究課題を既存研究の中に位置づけるとともに、独自な研究を行うに必要な研究手法を習

得することによって、より専門的な大学院教育を効率的に履修していくことが期待される。 

②「プロジェクト科目」の増設拡充 

 従来の個別的な大学院科目に加えて、これまで大学院生から高い評価を得てきた複数教員による「プロジ

ェクト科目」の拡充・体系化を図る。具体的には、「5つの系列」について、それぞれ１つ以上の入門的な「プ

ロジェクト科目Ⅰ」を開設するとともに、より専門的な「プロジェクト科目Ⅱ」を設けて段階的に専門性を高め

る。また、その分野での先端的な研究を行う外部講師を、政策コミュニティ(政官界やシンクタンクなど)やジャ

ーナリズムの世界から幅広く招聘して、実践的なトレーニングも行う。「プロジェクト科目Ⅱ」を拡充する

上では、学内の各種研究機関との連携及び外国人招聘教授(有期)との共同科目を設置して、国際水

準の研究成果を生み出す環境を整備していく。 

 

 

 

 

 



 

 

機 関 名 慶應義塾大学 整理番号 d013 

 ６．履修プロセスの概念図（履修指導及び研究指導のプロセスについて全体像と特徴がわかるように図示してください。）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学院入学 

（留学生の受け入れ強化）

領域横断的・複数分野連関的な政治学総合教育プログラムの展開 

政治学５系列（既存の教育スタッフ配置） 

Ⅰ 基礎トレーニング支援 

プログラム 

（新規/博士前期課程） 
① 基礎演習Ⅰ(研究動向),基礎演習Ⅱ

（研究方法） 

② プロジェクト科目Ⅰ（複数教員によ

る領域横断的入門セミナー） 

Ⅱ 研究支援プログラム 

（拡充/博士前期・後期課程）
① 特殊研究（少人数セミナー） 

② 特殊演習（大学院ゼミナール）

③ アカデミック・ライティング（英

文論文執筆トレーニング） 

④ アカデミック・プレゼンテーシ

ョン（英語報告トレーニング）

⑤ 合同演習（複数教員セミナー）

⑥ プロジェクト科目Ⅱ（複数教員

による領域横断的テーマに関す

る高度のセミナー） 

⑦ 寄附講座（ジャン・モネ、ルイ

・ヴィトン、渋沢財団など）

Ⅲ 学位取得支援プログラム

（拡充/博士後期課程）  
①学位論文執筆支援 

・論文指導Ⅰ 

・論文指導Ⅱ 

・論文指導Ⅲ 

（合同論文指導研究発表会） 

②研究成果公表支援 

・『法学政治学論究』 

・Journal of Political  
Science and Sociology  

へ論文掲載など 

政治・社会論 
行政学 

政治過程論 

公共経済論 

現代社会理論 

など 

日本政治論 
近代日本政治史 

日本外交史 

日本行政史 

近代日本政党史 

など 

地域研究論 
現代アメリカ論 

現代ロシア論 

現代中国論 

現代中東論 

現代アフリカ論 

など 

国際政治論 
現代国際政治 

国際政治理論 

東アジア国際関係

現代韓国朝鮮論 

国際政治経済論 

など 

政治思想論 
中世政治思想 

近代政治思想史 

日本政治思想史 

東洋政治思想史 

など 

グローバル化時代に活躍する総合的知識と高度な専門性を兼ね

備えた研究者を輩出する政治学総合教育 

博士学位取得 

 

東アジア研究所 

グローバル・セキ

ュリティ研究所 

国際交流 

プログラム 

メディア・コミュニ

ケーション研究所 

21世紀COE-CCC 

（多文化多世代交

差世界の政治秩序

形成） 

司法研究室（平成18 

年度より法政研究所）

コミュニケー

シ ョ ン 研 究 

専修ユニット 

東アジア研究

専修ユニット 

公共政策研究

専修ユニット 

ＥＵ研究 

専修ユニット 



 

 

 

機 関 名 慶應義塾大学 整理番号 d013 

＜審査結果の概要及び採択理由＞ 

「魅力ある大学院教育」イニシアティブは、現代社会の新たなニーズに応えられる創造性豊かな若手研究

者の養成機能の強化を図るため、大学院における意欲的かつ独創的な研究者養成に関する教育取組に対

し重点的な支援を行うことにより、大学院教育の実質化（教育の課程の組織的な展開の強化）を推進すること

を目的としています。 

本事業の趣旨に照らし、 

 ①大学院教育の実質化のための具体的な教育取組の方策が確立又は今後展開されることが期待できるも

のとなっているか 

 ②意欲的・独創的な教育プログラムへの発展的展開のための計画となっているか 

の２つの視点に基づき審査を行った結果、当該教育プログラムに係る所見は、全学的な方向性の中での位

置付けが明確であり、従来からの着実な積み上げを基盤とし、本教育プログラムの実現性及び今後の展開の

面も期待できると判断され、採択となりました。 

 なお、特に優れた点、改善を要する点等については、以下の点があげられます。 

 

〔特に優れた点、改善を要する点等〕 

・各種基金の創設や学術誌の発行など実績が十分にあり、それらを背景に、グローバル化時代の諸課題に、

総合的知識を習得した上で、高い専門性を持ち、国際水準で貢献できる研究者を養成するという本教育プ

ログラムの実現性は高いと期待される。 

・また、政治学の総合教育拠点として、持続的な組織づくりと支援体制が整備されており、学部教育との連 

携、留学生への対応などの配慮が十分なされている。 

・ただし、新たに構想されている「専修ユニット」をより具体化するなど、より独創的な取組としての創意工夫が

望まれる。 

 

 

 


